
○中能登町住宅耐震化事業補助金交付要綱 

令和6年7月31日 

告示第63号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、令和6年能登半島地震により被災した住宅の耐震改修の促進を

図ることにより、地震発生時の倒壊等による被害を軽減することを目的として、当

該住宅の耐震診断及び耐震設計、耐震改修工事、建替え工事を行う者に対して補助

金を交付することに関し、中能登町補助金交付規則（平成17年中能登町規則第29号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ各号に定める

ところによる。 

(1) 住宅 令和6年能登半島地震により被災し罹災証明（一部損壊以上）が発行さ

れた、一戸建て住宅、長屋及び共同住宅をいい、店舗等の用途を兼ねるもの（店

舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の1／2未満のもの）を含む。 

(2) 耐震診断 木造既存建築物の地震に対する安全性の評価をいう。 

(3) 耐震設計 耐震診断の結果に基づく既存建築物の耐震改修工事を行うための

設計をいう。 

(4) 耐震改修工事 地震に対する安全性の向上を目的として実施する改修工事を

いう。 

(5) 建替え工事 地震に対する安全性の向上を目的として、従前の住宅を除却し、

住宅を新築する工事をいう。 

(6) 省エネ基準 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成27年

法律第53号）に規定する建築物消費性能基準をいう。 

（補助対象者及び補助対象住宅） 

第３条 補助金の交付の対象者となる者（以下「補助対象者」という。）は、住宅の

所有者（所有する予定の者を含む。ただし、所有者の親、配偶者又は子である者等、

町長が特に必要と認める者については、この限りではない。）又は居住者（居住す

る予定の者を含む。）で町税の滞納がない者とする。 



２ 補助金の交付の対象となる住宅（以下「補助対象住宅」という。）は、次の各号

に該当するものとする。 

(1) 本町の区域内に存する住宅であること。 

(2) 現に居住の用に供している住宅又は補助事業の完了後速やかに居住の用に供

する住宅であること。 

(3) 国、地方公共団体、その他の公共団体が所有する住宅でないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助

対象者が補助対象住宅に行う耐震診断又は耐震設計、耐震改修工事、建替えで、別

表第1に掲げるものとする。 

（補助対象経費及び補助金額） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助

対象者が行う補助対象事業に要する全部又は一部とする。 

２ 補助金額は、別表第2に定める補助金限度額を限度として、予算の範囲内におい

て、町長が認める額とする。 

３ 補助対象者が行う工事のうち、耐震改修等工事以外の工事があるときは、当該工

事に係る経費を分離して算定するものとする。 

（交付申請） 

第６条 補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、中能登町住宅耐震化

事業補助金交付申請書（様式第1号）に関係書類を添えて町長に申請しなければな

らない。 

（交付決定） 

第７条 町長は前条の申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、補助金の交

付を決定したときは、中能登町住宅耐震化事業補助金交付決定通知書（様式第2号）

により補助対象者に通知するものとする。 

（変更決定） 

第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた補助対象者は、第6条の申請書

又は当該申請書に添付した書類の内容を変更するときは、又は事業の全部若しくは

一部を中止しようとするときは、中能登町住宅耐震化事業補助金（変更・中止）承



認申請書（様式第3号）に変更後等の書類を添付し、町長に提出しなければならな

い。 

２ 町長は、前項の変更承認申請書の提出を受けたときは、その内容を審査のうえ変

更の承認の可否を決定し、承認を決定したときは、その旨、補助対象者に中能登町

住宅耐震化事業補助金変更交付決定通知書（様式第4号）により補助対象者に通知

するものとする。 

（実績報告） 

第９条 補助対象者は、事業（耐震診断・耐震設計・耐震改修工事・建替え）が完了

したときは、完了後すみやかに、中能登町住宅耐震化事業補助金実績報告書（様式

第5号）に関係書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第10条 町長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、その内容を審査し、補助

金の額を確定したときは、中能登町住宅耐震化事業補助金交付額確定通知書（様式

第6号）により補助対象者に通知するものとする。 

（請求） 

第11条 補助対象者は、前条の確定通知書を受けたときは、すみやかに中能登町住宅

耐震化事業補助金請求書（様式第7号）により町長に提出するものとする。 

（代理受領） 

第12条 補助対象者は補助金の交付の申請及び当該補助金の受領を、耐震改修工事又

は建替えの施工者に委任する方法（以下「代理受領」という。）により行うことが

できる。ただし、補助対象者が当該補助事業区分に係る補助事業の総事業費のうち

自己の負担に係る金額を超える額を、耐震改修工事又は建替えを行った者に対して

支払っている場合は、当該事業区分に係る補助について代理受領できないものとす

る。 

２ 代理受領により補助金の交付を受けようとする者は、補助金額の確定後に補助金

交付請求書（代理受領）（様式第8号）並びに請求及び受領に関する委任状（別紙

第5号）を添えて町長に補助金の交付を請求するものとする。 

３ 町長は、前項の請求があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めた

ときは、当該請求を行った者に補助金を交付するものとする。 



４ 前項の規定による交付があったときは、補助対象者に対し補助金の交付があった

ものとみなす。 

（報告、調査及び検査） 

第13条 町長は、補助事業の適正な執行を確保するために必要な限度において、補助

事業に対し、書類の提出若しくは報告を求め、又は必要な調査若しくは検査をする

ことができる。 

２ 補助対象者は、前項の規定により書類の提出若しくは報告を求められた場合又は

必要な調査若しくは検査が実施される場合には、これに応じなければならない。 

（その他） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に必要な事項は、町長が別に定

める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行し、令和6年4月1日から適用する。 

別表第１（第4条関係） 

事業区分 補助要件 

耐震診断 一般財団法人日本建築防災協会「木造住宅

の耐震診断と補強方法」に規定する一般診

断法又は精密診断法によるもので、建築士

法（昭和25年法律第202号）第2条第1項に

規定する建築士が行うもの 

耐震設計 耐震改修工事を施工するために行うもの 

耐震改修工事 標準型 1 耐震改修工事前の耐震診断の評点のう

ち最小の値が1.0未満と診断された木造

既存建築物 

2 耐震改修工事後の耐震診断の評点のう

ち最小の値が1.0以上となるもの又は町

長が別に認めたもの 

段階型 1 耐震改修工事前の耐震診断の評点のう

ち最小の値が1.0未満と診断された木造



既存建築物 

2 第一段階の耐震改修工事後の耐震診断

の評点のうち最小の値が0.7以上となる

もの、1階の最小の値が1.0以上となるも

の、構造的に分離された納屋・土蔵等以

外の部分の値が1.0以上となるもの又は

町長が別に認めたもの（ただし、第二段

階として、耐震診断の評点のうち最小の

値が1.0以上となる耐震改修工事を行う

ものに限る） 

建替え工事 1 従前の住宅の耐震診断の評点のうち最

小の値が1.0未満と判断された住宅、従

前の住民が「旧耐震基準の木造住宅の除

却における容易な耐震診断調査票」によ

り倒壊の危険性があると判断された住

宅又は町長が別に認めたもの 

2 従前の住宅は被災家屋等の解体・撤去

制度（公費解体、自費解体）により解体・

撤去しないこと。 

3 従前の住宅が存する敷地を含む敷地で

行う建替えとする。ただし、町長が特別

な理由があると認める場合は、この限り

でない 

4 建替え後の住宅は原則として「土砂災

害警戒区域等における土砂災害防止対

策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）に規定する土砂災害特別警戒区

域」又は「建築基準法（昭和25年法律第

201号）に規定する急傾斜地崩壊危険区



域又は地すべり等防止法（昭和33年法律

第30号）に規定する地すべり防止区域と

重複する区域に限る。」」外に存するこ

と。 

5 建替え後の住宅は、原則として省エネ

基準に適合すること。 

別表第２（第5条関係） 

区分 補助金の額 

耐震診断 耐震診断に要する費用の3分2に相当する額以内の額とし、その額

は12万円を超えないものとする。 

耐震設計 耐震設計に要する費用の3分2に相当する額以内の額とし、その額

は20万円を超えないものとする。 

耐震改修工事 1戸あたり200万円を限度とする。 

ただし、200万円未満の場合は耐震改修工事に要する費用以内の額

とする。 

建替え工事 従前の住宅の延床面積に22,500円を乗じて得た額又は1戸あたり

200万円のいずれか低い額 


